
事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

５２－７９６６

そ
の
他
特記事項等

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

根拠法令・要綱等

事
業
内
容

手
段
主な活動

快適で利便性の高いまちづくり

会計

頁

公共交通網の整備

年度17

個別計画

１　駐車場の管理運営
(１)小杉駅前広場駐車場　１３台　(２)小杉駅東駐車場　６９台　(３)太閤山１０丁目駐車場　４６台　(４)
太閤山５・６丁目駐車場　５８台　(５)大門中町駐車場　１３台　(６)越中大門駅前広場駐車場　２５台
(７)大島駐車場　２１台
２　駐輪場の管理運営
(１)小杉駅前駐輪場　４１４台　(２)小杉駅南駐輪場　５６２台　(３)小杉駅前西駐輪場　４２３台　(４)越中
大門駅前駐輪場　３６０台

全市民及び公共交通機関利用者

第

款

項 総務管理費

交通安全対策費

2

目

予
算
科
目

第

第

駐車場・駐輪場管理費

開 始 年 度 終 了 年 度

快適で安心して暮らせるまち

平成

4

射水市営駐車場条例、射水市営駐車場条例施行規則

－

担
当
部
署

部名

課名

部

章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
設置目的

総
合
計
画

3 節

施設管理運営事業平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

補 助 内 容

市民環境部

生活安全課

電話

公共交通機関を利用したパークアンドライドのための駐車場確保と住宅地における駐車場不足を補う
ための駐車場整備

一般会計

総務費

　 団体運営費補助

格差是正補助

事業費補助

その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名 別紙「施設明細」参照

構 造 ・ 階 数

内容（基準単価・補助率等）

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

17,590 千円

整
備
内
容

平成23年度

越中大門駅前駐輪場増改築工事

市債 一般財源

17,590

県支出金国庫支出金

平成21年度 平成22年度

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

補助区分

　

指定管理者名

市 施 設県 施 設

管 理 形 態

㎡

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

025

事 業 期 間

施策名（節 ）

指定管理期間 年度 ～ 年度



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

千円 6.8

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト 53.51 千円 57.15

▲ 3.91

評価結果
（１次） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果

太閤山１０丁目及び太閤山５・６丁目駐車場については、住宅地における複数所有車両の駐車場として今
後も利用が見込まれることから、駐車場の施設修繕や違反車両の管理を行うことにより、今後の需要に対
応していく。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

今後も引き続き、公共交通機関を利用したパークアンドライ
ドのための駐車場施設整備と住宅地における駐車場不足
を補うための駐車場管理を行い、需要の確保と利用率の向
上に努めていく。

評価委員会のコメント

事 務
事 業 名

点数

3

4

小杉駅東及び越中大門駅前広場駐車場については、公共交通機関を利用したパークアンドライドの促進
のためにも需要があるので、今後も空き区画を的確に利用者に提供していく必要がある。

太閤山１０丁目及び太閤山５・６丁目駐車場の管理業務については、平成２２年度まで民間業者に委託し
ていたが、平成２３年度からは他の駐車場及び駐輪場と同じく社団法人射水市シルバー人材センターに委
託することにより、コストの低減を図っている。

小杉駅東駐車場において数台の空き区画があることから、３月から４月の異動時期における解約者と利
用希望者への案内を的確に行うことにより、利用率の向上に努める。

駐車場・駐輪場管理費
担
当
部
署

部名

課名

300

2,479

平成23年度予算

2,040 千円

22 年度分） 施設管理運営事業

５２－７９６６電話

千円

9,978

0.0

8,6234.4

▲ 1.3

3,804 千円

事業№

025

0.30人 0.0

10,106 10,026

達成度

4

3

必要性

千円千円

有効性

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

人人

9,417

生活安全課

▲ 78.0▲ 0.86

0.40 0.40

達成率最終目標

市民環境部

H23年度

74.1 100.0232

年度29H
目標

232

100.0

244

360

146147 147

243 243

H22年度

359 359

232 172

100.0

100.0

実績 達成率

成
果
指
標

指　標　名
目標

144日

359

平成

H21年度
実績

176

単位

人

日

242

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

減 価 償 却 費 相 当 額

事 業 コ ス ト 計

退職手当引当金相当額

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

0.0

千円

千円

0.0

施 設 使 用 料 千円 千円

小杉駅前・駅南駐輪場、小杉駅東駐車
場管理業務日数

年度（

利用者数　※設定できる場合

駐車場使用許可人数

日

越中大門駅前駐輪場管理業務日数

千円

（ ）

平成 23

太閤山１０丁目・太閤山５・６丁目駐車
場管理業務日数

千円

平成22年度決算

4,231

千円

千円2,479 千円

千円

伸率

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円 千円

千円 千円

10.8

平成21年度決算

千円3,818 千円

2,720

400

千円 9,830

千円400

2,479

2,720

千円▲ 689 ▲ 148 ▲ 78.5 ▲ 1,403千円 千円

活
動
指
標



事務事業評価シート（施設明細）

千円

事 業 コ ス ト 計 千円 千円

減 価 償 却 費 相 当 額

千円 #DIV/0!

伸率 平成23年度予算

千円

千円

利用者１人当たりコスト 千円

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円 千円一 般 財 源 千円

千円 千円そ の 他 千円

千円

施 設 使 用 料 千円 千円 千円

活
動

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円

成
果
利用者数　※設定できる場合

人

）（ 契約人数

H21年度 H22年度
実績

設 備 ・ 規 模

指　標　名

当 該 事 務 従 事 職 員 数

単位
目標

- 市 施 設 5

千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円

台 13 13 13

人

100.0

年度
単位

H21年度

）

実績 目標 実績 達成率

人 件 費 千円

利用可能台数

指　標　名

成
果

活
動

H22年度

13

千円

目標 最終目標 達成率
H23年度 H

管 理 形 態
小杉駅前広場駐車場

指定管理者名

指定管理期間

）平成 23 年度（ 平成 22 年度分

駐車場・駐輪場管理費事業№
事 務
事 業 名

025

延 床 面 積

年度 改 修 年 度

施 設 名

施設管理運営事業

県 施 設 - 市 施 設 -

担
当
部
署

部名 市民環境部

生活安全課

年度

課名

電話

㎡

年度 類似施設状況

民間施設状況

５２－７９６６

年度～

市直営

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費 千円 千円

100.0 69台 69 69 69利用可能台数

達成率

人 68 69 68 98.6 69 69 100.0

実績 達成率 目標 最終目標

民間施設状況 小杉駅周辺数箇所

H23年度 H 25 年度

延 床 面 積 ㎡

年度

年度 改 修 年 度 年度 類似施設状況 県 施 設

年度 ～指定管理期間

小杉駅東駐車場
管 理 形 態 市直営

指定管理者名

構 造 ・ 階 数

建 築 年 度

耐 震 の 有 無

2 施 設 名

平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円

伸率

千円

退職手当引当金相当額事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算

人

千円 千円

千円

千円

千円

1

構 造 ・ 階 数

建 築 年 度

耐 震 の 有 無

設 備 ・ 規 模

利用者数　※設定できる場合
（

千円

人 件 費 千円

千円

事 業 コ ス ト 計 千円 千円

千円

一 般 財 源 千円 千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

千円 千円施 設 使 用 料 千円

千円

千円

利用者１人当たりコスト － －

人

千円

千円

千円



事務事業評価シート（施設明細））平成 23 年度（ 平成 22 年度分

駐車場・駐輪場管理費事業№
事 務
事 業 名

025

施設管理運営事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

生活安全課課名

電話 ５２－７９６６

千円 #DIV/0!利用者 １人当たりコスト 千円

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

58

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

58 58 58 100.0
活
動
利用可能台数 台

40 40 69.0
（ 契約人数 ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人 42 58 38 65.5

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 25 年度

㎡ 民間施設状況 小杉地区数箇所

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積

年度

5建 築 年 度 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名

千円 #DIV/0!

4 施 設 名 太閤山５・６丁目駐車場
管 理 形 態

利用者１人当たりコスト 千円

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

46

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

46 46 46 100.0
活
動
利用可能台数 台

23 23 50.0
（ 契約人数 ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人 18 46 19 41.3

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 25 年度

㎡ 民間施設状況 小杉地区数箇所

年度 県 施 設 -

耐 震 の 有 無 延 床 面 積

市 施 設

年度

5建 築 年 度 年度 改 修 年 度 類似施設状況

指定管理者名

構 造 ・ 階 数 指定管理期間 年度 ～

太閤山１０丁目駐車場
管 理 形 態 市直営

3 施 設 名



事務事業評価シート（施設明細））平成 23 年度（ 平成 22 年度分

駐車場・駐輪場管理費事業№
事 務
事 業 名

025

施設管理運営事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

生活安全課課名

電話 ５２－７９６６

千円 #DIV/0!利用者 １人当たりコスト 千円

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

25

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

25 25 25 100.0
活
動
利用可能台数 台

25 25 100.0
（ 契約人数 ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人 25 25 25 100.0

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 25 年度

㎡ 民間施設状況 越中大門駅周辺数箇所

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積

年度

5建 築 年 度 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名

千円 #DIV/0!

6 施 設 名 越中大門駅前広場駐車場
管 理 形 態

利用者１人当たりコスト 千円

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

13

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

13 13 13 100.0
活
動
利用可能台数 台

13 13 100.0
（ 契約人数 ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人 13 13 10 76.9

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 25 年度

㎡ 民間施設状況 大門地区数箇所

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積

年度

5建 築 年 度 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名
5 施 設 名 大門中町駐車場

管 理 形 態



事務事業評価シート（施設明細））平成 23 年度（ 平成 22 年度分

駐車場・駐輪場管理費事業№
事 務
事 業 名

025

施設管理運営事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

生活安全課課名

電話 ５２－７９６６

利用者１人当たりコスト － －

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

414

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

414 414 414 100.0
活
動
利用可能台数 台

（ ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 年度

㎡ 民間施設状況 なし

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積 280.50

年度

3建 築 年 度 昭和 57 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 鉄骨造 指定管理期間

市直営

指定管理者名

千円 #DIV/0!

8 施 設 名 小杉駅前駐輪場
管 理 形 態

利用者１人当たりコスト 千円

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

21

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

21 21 21 100.0
活
動
利用可能台数 台

15 15 71.4
（ 契約人数 ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人 10 21 13 61.9

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 25 年度

㎡ 民間施設状況 大島地区数箇所

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積

年度

5建 築 年 度 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名
7 施 設 名 大島駐車場

管 理 形 態



事務事業評価シート（施設明細））平成 23 年度（ 平成 22 年度分

駐車場・駐輪場管理費事業№
事 務
事 業 名

025

施設管理運営事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

生活安全課課名

電話 ５２－７９６６

利用者１人当たりコスト － －

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

423

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

423 423 423 100.0
活
動
利用可能台数 台

（ ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 年度

㎡ 民間施設状況 なし

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積 482.78

年度

3建 築 年 度 平成 1 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名
10 施 設 名 小杉駅前西駐輪場

管 理 形 態

利用者１人当たりコスト － －

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

562

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

562 562 562 100.0
活
動
利用可能台数 台

（ ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 年度

㎡ 民間施設状況 なし

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積 643.70

年度

3建 築 年 度 昭和 59 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名
9 施 設 名 小杉駅南駐輪場

管 理 形 態



事務事業評価シート（施設明細））平成 23 年度（ 平成 22 年度分

駐車場・駐輪場管理費事業№
事 務
事 業 名

025

施設管理運営事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

生活安全課課名

電話 ５２－７９６６

利用者１人当たりコスト － －

人 人当 該 事 務 従 事 職 員 数 人

千円

一 般 財 源 千円 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円

そ の 他 千円

施 設 使 用 料 千円

千円 千円事 業 コ ス ト 計 千円

千円 千円減 価 償 却 費 相 当 額 千円

千円 千円退職手当引当金相当額 千円

千円 千円人 件 費 千円

千円 千円直 接 事 業 費 千円

360

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費 平成21年度決算 平成22年度決算 伸率 平成23年度予算

事
業
コ
ス
ト

360 360 360 100.0
活
動
利用可能台数 台

（ ）

目標 最終目標 達成率

成
果
利用者数　※設定できる場合

人

実績 目標 実績 達成率

設 備 ・ 規 模

指　標　名 単位
H21年度 H22年度 H23年度 H 年度

㎡ 民間施設状況 なし

類似施設状況 県 施 設 - 市 施 設年度

耐 震 の 有 無 延 床 面 積 100.00

年度

3建 築 年 度 昭和 52 年度 改 修 年 度

年度 ～構 造 ・ 階 数 指定管理期間

市直営

指定管理者名
11 施 設 名 越中大門駅前駐輪場

管 理 形 態



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～ 年度

施策名（節 ）

総
合
計
画

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

026

事 業 期 間

㎡

管 理 形 態

指定管理者名

市 施 設県 施 設

補助区分

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

県支出金国庫支出金

平成21年度 平成22年度 平成23年度

市債 一般財源

内容（基準単価・補助率等）

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助

事業費補助

その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

団体運営費補助

格差是正補助

補 助 内 容

市民環境部

生活安全課

電話

屋根付きバス待合所とトイレを整備することにより、バス利用者の安全と利便性の確保

一般会計

総務費

ソフト事業平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

担
当
部
署

部名

課名

会計

2

構 造 ・ 階 数

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

根拠法令・要綱等

－

第

第

地域交通対策費（二口、錦町バス停）

開 始 年 度 終 了 年 度

快適で安心して暮らせるまち

（地域交通対策費）

4

１　二口バス停　二口地域振興会に清掃及び日常管理業務を委託
２　錦町バス停　民間清掃業者に清掃及び日常管理業務を委託

部

章

市民（二口、錦町地区）

第

款

項 総務管理費

地域交通対策費3 節

頁 個別計画

公共交通網の整備 目

予
算
科
目

年度8平成

快適で利便性の高いまちづくり

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

そ
の
他
特記事項等

５２－７９６６



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト － －

－

活
動
指
標

下水道使用料（二口バス停）

下水道使用料（錦町バス停）

2,040

千円2,635 2,732 3.7 1,986千円 千円

退職手当引当金相当額 千円300

千円 千円

千円

2,040

300

千円 2,732

平成21年度決算

千円295

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円

伸率

千円

平成22年度決算

392

千円

千円

32.9

錦町バス停
　年１回の特別清掃（９月）

千円

（ ）

平成 23

錦町バス停
　定期的な日常清掃（月、木）

年度（

利用者数　※設定できる場合

日

0.0

千円

千円

0.0

事 業 コ ス ト 計

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

回

95

1

平成

H21年度
実績

23

単位

人

㎥

125

成
果
指
標

指　標　名
目標

㎥

実績 達成率

217.7

H22年度

1 1

30 47

100.0

100.0

156.7

130 283

94 94 96

1

目標

50

150

市民環境部

H23年度 年度25H

150 100.0

達成率最終目標

50 100.0

人

有効性
市及び民間ともバス利用者は年々減少しており、今後は大門・大島地区で平成２３年６月から試行された
デマンドタクシーの乗降場所として、多くの利用者に活用されるよう便利で清潔な施設の管理運営を行っ
ていく。

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

0.20人 0.0

達成度

3

2

必要性

－

人0.30 0.30

2,635

426

1,9863.7

1,360

千円

千円

22 年度分） ソフト事業

事 務
事 業 名

地域交通対策費（二口、錦町バス停）
担
当
部
署

部名

課名

200

平成23年度予算

生活安全課
026 （地域交通対策費） 電話 ５２－７９６６

事業№

点数

2

4

錦町バス停については、市コミュニティバス及び加越能鉄道㈱のバス停で、利用者の安全と利便性の確
保にとって必要であり、二口バス停については、大門小学校の通学路の途中に設置されており、地域の
安全安心なまちづくりにとって重要な役割を担っている。

錦町バス停については、平成２２年度まで民間清掃業者に委託していたが、平成２３年度からは社会福祉
法人射水福祉会に委託することにより、コストの低減を図っている。

日常清掃及び年に１回の特別清掃を実施するとともに、今後は施設の老朽化に伴う修繕管理を定期的に
行い、安心して利用できる施設運営を行っていく。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

今後も引き続きバス利用者のための施設として、清掃及び
修繕管理を定期的に行い、清潔で安全安心に利用できる施
設運営を行っていく。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次） Ｃ

事業規模・内容の見直し又は実施主体の
見直しが必要

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

５２－７９６６

そ
の
他
特記事項等

補 助 内 容

構 造 ・ 階 数

平成21年度

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

平成23年度

市債 一般財源

根拠法令・要綱等

事
業
内
容

手
段
主な活動

会計

頁

公共交通網の整備

生活に必要な路線バスの運行

２２年度該当路線
・小泉・中田団地経由中田循環線（沿線地区から高岡への通勤・通学）
・職安・富大付属病院線（富大付属病院への通院、大門小学校への通学）

款

項 総務管理費

地域交通対策費目

予
算
科
目

年度17

個別計画

第

第

路線対策費特別補助金

開 始 年 度 終 了 年 度

快適で安心して暮らせるまち

平成

担
当
部
署

部名

課名

総
合
計
画

3 節

（地域交通対策費）

4

－

第

2 快適で利便性の高いまちづくり

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
補助目的

補助金事業平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

市民環境部

生活安全課

電話

生活路線バスの維持・確保

一般会計

総務費

○ 事業費補助

部

章

射水市補助金等交付規則

加越能鉄道株式会社

団体運営費補助

格差是正補助 その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

　
千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

○

定率補助

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

内容（基準単価・補助率等）

経常欠損額（又は、補助対象限度額のいずれか少ない
方の額）の内、国・県の補助金で補填しきれなかった分
を補助。

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

国庫支出金

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

補助区分

指定管理者名

市 施 設県 施 設

指定管理期間

管 理 形 態

平成22年度

県支出金

㎡

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

027

事 業 期 間

施策名（節 ）

年度年度 ～



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト －

－

評価結果

－

評価結果
（１次） Ａ 現行どおり補助することが適当

効率性

説　　　明

（２次）

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

通勤・通学や通院など、生活に必要な路線として、今後も維
持していく必要がある。
ただし、類似路線の統合など、効率化を図る検討も必要で
ある。

評価委員会のコメント

点数

3

0

交通弱者の生活路線を確保するため必要である。

運行時間や便数、他の路線との統合等も含めて、さらに効率化を図る必要がある。

市外の医療機関で受診される方等の大切な移動手段となっている。

路線対策費特別補助金
担
当
部
署

部名

課名

200

平成23年度予算

1,360 千円

（

22 年度分） 補助金事業

５２－７９６６（地域交通対策費） 電話

4,4605.9

027

2,900 千円

事 務
事 業 名

件） （

事業№

妥当性

成
果
指
標

有効性

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

（ 補 助 金交 付件 数 ）

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

4

3

（

3,450

件） 1 件）

人人

生活安全課

0.20人 0.0

－

0.20 0.20

市民環境部

H23年度
目標

H22年度

2100.0

達成率

2 2

実績

平成

H21年度
実績

2

単位

人

路線

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

事 業 コ ス ト 計

退職手当引当金相当額

1,890

1

0.0

千円

千円

0.0

年度（

利用者数　※設定できる場合

指　標　名
目標

千円

（ ）

平成 23

平成21年度決算

千円

平成22年度決算

2,093

千円

千円

伸率

10.7

0.0

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円 千円

千円 千円

千円200

千円

1

1,360

200

1,360

千円3,450 3,653 5.9 4,460千円 千円

千円 3,653

路線数



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～ 年度

施策名（節 ）

総
合
計
画

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

028

事 業 期 間

㎡

管 理 形 態

指定管理者名

市 施 設県 施 設

補助区分

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

県支出金国庫支出金

平成21年度 平成22年度 平成23年度

市債 一般財源

内容（基準単価・補助率等）

国の補助要件を満たすために、収入不足額を補填する
もの。

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助　

○

事業費補助

その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

○団体運営費補助

格差是正補助

補 助 内 容

市民環境部

生活安全課

電話

高岡・氷見・射水地域を運行する生活路線バスの維持・確保

一般会計

総務費

補助金事業平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
補助目的

担
当
部
署

部名

課名

会計

2

構 造 ・ 階 数

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

根拠法令・要綱等 高岡地区バス路線維持対策協議会規約

－

第

第

高岡地区バス路線維持対策協議会負担金

開 始 年 度 終 了 年 度

快適で安心して暮らせるまち

（地域交通対策費）

4

加越能鉄道㈱へ生活交通路線維持対策費を交付

２２年度該当路線
・小泉・中田団地経由中田循環線（高岡への通勤・通学）
・水戸田・中田団地経由中田循環線（高岡への通勤、大門小学校への通学）
・小泉・済生会経由中田循環線（高岡への通勤、済生会病院への通院、イオンへの買物）
・小泉・水戸田経由中田循環線（高岡への通勤、大門小学校への通学）

部

章

高岡地区バス路線維持対策協議会

第

款

項 総務管理費

地域交通対策費3 節

頁 個別計画

公共交通網の整備 目

予
算
科
目

年度17平成

快適で利便性の高いまちづくり

事
業
内
容

手
段
主な活動

そ
の
他
特記事項等

５２－７９６６



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト － －

－

路線数

1,360

千円5,201 5,603 7.7 6,060千円 千円

退職手当引当金相当額 千円200

千円 千円

千円

1

1,360

200

千円 5,603

0.0

平成21年度決算

千円3,641

1

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円

伸率

千円

平成22年度決算

4,043

千円

千円

11.0

千円

（ ）

平成 23 年度（

利用者数　※設定できる場合

0.0

千円

千円

0.0

事 業 コ ス ト 計

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

平成

H21年度
実績

4

単位

人

路線

成
果
指
標

指　標　名
目標 実績 達成率

H22年度

4 4 100.0

目標

4

市民環境部

H23年度

人

有効性 市外の目的地へ向かう方の大切な移動手段となっている。

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

0.20人 0.0

4

3

妥当性

－

人0.20 0.20

（ 補 助 金 交 付件 数 ） （

5,201

件） （ 件）

4,500

1

6,0607.7

1,360

件）

千円

千円

（

22 年度分） 補助金事業

事 務
事 業 名

高岡地区バス路線維持対策協議会負担金
担
当
部
署

部名

課名

200

平成23年度予算

生活安全課
028 （地域交通対策費） 電話 ５２－７９６６

事業№

点数

3

0

交通弱者の生活路線を確保するため必要である。

運行時間や便数、他の路線との統合等も含めて、さらに効率化を図る必要がある。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

交通弱者の移動手段の確保として必要であるが、効率化を
図るため、運行内容の改善などを検討していく必要がある。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次） Ａ 現行どおり補助することが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～ 年度

施策名（節 ）

総
合
計
画

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

029

事 業 期 間

㎡

管 理 形 態

指定管理者名

市 施 設県 施 設

補助区分

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

県支出金国庫支出金

平成21年度 平成22年度 平成23年度

市債 一般財源

内容（基準単価・補助率等）

射水市、高岡市、万葉線㈱が1/3づつ負担

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

2,700 千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助

○

事業費補助

その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

○団体運営費補助

格差是正補助

補 助 内 容

市民環境部

生活安全課

電話

万葉線を維持確保し、沿線住民の生活の安定を図る。

一般会計

総務費

補助金事業平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
補助目的

担
当
部
署

部名

課名

会計

2

構 造 ・ 階 数

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

根拠法令・要綱等 万葉線対策協議会規約

－

第

第

万葉線対策協議会負担金

開 始 年 度 終 了 年 度

快適で安心して暮らせるまち

（万葉線対策費）

4

１　万葉線利用増加策の諸事業
　⑴　イベント事業
　⑵　運賃助成
　⑶　各種団体とのタイアップ
　⑷　教育機関とのタイアップ
　⑸　定期券等の利用拡大
　⑹　利用促進のためのＰＲ活動等
２　関係団体との連携

部

章

万葉線対策協議会

第

款

項 総務管理費

地域交通対策費3 節

無 頁 個別計画

公共交通網の整備 目

予
算
科
目

年度17平成

快適で利便性の高いまちづくり

事
業
内
容

手
段
主な活動

そ
の
他
特記事項等

５２－７９６６



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

▲ 5.0

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト 0.01 千円 0.01

0.01 千円

4,760

千円8,160 8,160 0.0 8,160千円 千円

退職手当引当金相当額 千円700

千円 千円

千円

1

4,760

700

千円 8,160

0.0

平成21年度決算

千円2,700

1

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円

伸率

千円

平成22年度決算

2,700

千円

千円

0.0

千円

（ ）

平成 23 年度（

利用者数　※設定できる場合

万葉線利用者数

0.0

千円

千円

0.0

事 業 コ ス ト 計

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

平成

H21年度
実績

1,150,413

単位

人
成
果
指
標

指　標　名
目標 実績 達成率

H22年度

1,200,000 1,211,025

目標

1,220,000

市民環境部

H23年度

100.9

人

有効性 万葉線の維持確保、沿線住民の生活の安定に貢献している。

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

0.70人 0.0

4

4

妥当性

▲ 5.00.01

千円

千円

人0.70 0.70

（ 補 助 金 交 付件 数 ） （

8,160

件） （ 件）

2,700

1

8,1600.0

4,760

件）

千円

千円

（

22 年度分） 補助金事業

事 務
事 業 名

万葉線対策協議会負担金
担
当
部
署

部名

課名

700

平成23年度予算

生活安全課
029 （万葉線対策費） 電話 ５２－７９６６

事業№

点数

3

0

市民の重要な交通手段であり、維持確保のための諸事業は必要である。

必要かつ適正な範囲内の額と思われるが、対象経費について、今後とも見直しを図っていく。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

万葉線を維持確保するため、継続した支援が必要。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次） Ａ 現行どおり補助することが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

５２－７９６６

補 助 内 容

構 造 ・ 階 数

平成21年度

建 築 年 度

耐震の有無

平成23年度

市債 一般財源

根拠法令・要綱等

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

会計

頁

暮らし安全なまちづくりの推進

○消費生活相談窓口（消費生活センター）を設置。
○消費生活相談窓口の充実（消費生活相談員を週３日から５日に拡充）
○消費生活モニターの配置
○消費者講座の開催
○消費者被害に対しての啓発物品の作成、配布など

款

項 商工費

消費者行政推進費目

予
算
科
目

年度17

個別計画

第

第

消費生活安定対策費

開 始 年 度 終 了 年 度

快適で安心して暮らせるまち

平成

担
当
部
署

部名

課名

総
合
計
画

1 節

4

－

第

4 安心して暮らせるまちづくり

ソフト事業平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

市民環境部

生活安全課

電話

多様化・複雑化する消費者被害に対して、消費生活相談を行うことで速やかに対応、解決に努める。
市民が各種消費者被害に遭わないよう啓発を行う。各種消費者被害の情報収集を行う。

一般会計

商工費

事業費補助

部

章

消費者基本法、消費者安全法、消費生活相談員設置要綱など

全市民

団体運営費補助

格差是正補助 その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

内容（基準単価・補助率等）

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

国庫支出金

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

県 施 設

補助区分

指定管理者名

市 施 設

指定管理期間

管 理 形 態

平成22年度

県支出金

㎡

総 事 業 費

そ
の
他
特記事項等

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

030

事 業 期 間

施策名（節 ）

年度年度 ～



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト －

－

評価結果

－

達成度

評価結果
（１次） Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

効率性

説　　　明

（２次）

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

市では、消費生活センター（窓口）を設置し、市民からの消
費者問題の相談に対応したり、日々多様化・複雑化する消
費者問題の情報収集、被害に遭わないために消費者講座
などを行って啓発活動を行っている。現状では市民個人で
複雑な問題を解決することは困難であり、市が消費者問題
の被害から市民を守るために適切に相談に対応すること
や、消費者自身の自立を促すための教育をすることは義務
であると考える。現行どおり継続して実施したい。

評価委員会のコメント

点数

4

3

国では消費者庁の設置等消費者問題を解決するための体制を整備し、消費者安全法などでも県や市に
消費生活センターを設置し、消費者行政を強化するように推進している。射水市においても平成22年12月
に設置済み。今後より多様化・複雑化する消費生活相談に迅速、適切に対応することが求められている。

現在、消費生活専門相談員を週5日配置したことで、より専門的な消費者問題も迅速、適切に対応できる
ようになっている。

複雑な消費者問題にさらされている市民が、迷ったり困っている消費者問題について、解決やその糸口を
見つけ助言することは大変重要であり、市民の安心・安全なくらしに貢献している。

消費生活相談の内容は多様化・複雑化しているが、1事例ごとに個別に対応し、関係機関とも連携して解
決率を１００％としている。

年度分） ソフト事業
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人人

生活安全課
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退職手当引当金相当額

1,117

0.0

千円

千円

0.0

283.2
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消費者講座開催数

年度（

利用者数　※設定できる場合

回

年間相談可能日

指　標　名
目標

（ ）

平成 23 22

平成21年度決算

千円

平成22年度決算
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千円
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千円

千円
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源
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国 県 支 出 金 千円 千円 千円

千円 千円
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千円12,427 12,678 2.0 12,169千円 千円

千円 15,590

消費者講座受講者数

消費生活相談解決率

活
動
指
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